　　計画調書２
	
令和８年度大学の世界展開力強化事業 
申請資格・要件の確認及び大学教育再生戦略推進費としての位置付け
【本確認シートは大学ごとに作成してください。】

	大学等名
	

	申請資格の確認について
下表ⅰ）～ⅺ）について「該当しない」場合のみ申請可能です。（連携してプログラムを行う機関も対象）。
ⅰ）～ⅺ）について、「該当しない」ことを下記に記入してください。
また、ⅳ）、ⅵ）、ⅶ）に関連することをそれぞれ記入してください。

		
	番号
	確認項目
	確認欄

	組織運営関係
	ⅰ）
	学生募集停止中の大学
	

	
	ⅱ）
	学校教育法第１０９条の規定に基づき文部科学大臣の認証を受けた者による直近の評価の結果、「不適合」の判定を受けている大学
	

	
	ⅲ）
	「私立大学等経常費補助」において、「私立大学等経常費補助金 私立大学等研究推進費補助取扱要領」第３条の規定に基づき、令和７年度に不交付又は減額の措置を受けた大学
	

	
	ⅳ）
	令和７年度に実施した令和８年度大学入学者選抜において、文部科学省が通知する「大学入学者選抜実施要項」に規定する「第４ 試験期日等」や募集人員の適切な設定を遵守していない大学（詳細は公募要領別添２のとおり。）
	

	
	ⅴ）
	文部科学省が実施する令和７年度「全国学生調査（本格実施）」に参加していない大学、もしくは「意向等確認調査」において、調査結果公表に「同意する」と回答していない大学
	

	
	ⅵ）
	再推費における事業のうち令和７年度実施の事後評価において、「事業目的が達成できなかった」等の最も低い評価を受けた大学（対象事業は公募要領別添３のとおり。）
	

	
	ⅶ）
	再推費における事業のうち令和７年度実施の中間評価において、「中止することが必要」等の最も低い評価を受けた大学（対象事業は公募要領別添３のとおり。）
	

	設置関係
	ⅷ）
	設置計画履行状況等調査において、「指摘事項（法令違反）」又は「指摘事項（是正）」が付されている大学
	

	
	ⅸ）
	大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準（平成１５年文部科学省告示第４５号）第２条第１号若しくは第２号のいずれかに該当する者が設置する大学
	

	
	

ⅹ）


	全学の収容定員充足率（設置する学部の在籍者数の和／設置する学部の収容定員の和(短期大学、高等専門学校の場合は学科)）が、下記の表１に掲げる令和８年度の収容定員充足率の基準を満たしていない大学（表１における区分「学部規模（入学定員）」は、「学部規模（設置する学部の平均入学定員）」と読み替える）
	

	
	ⅺ）
	設置する学部のうち、下記次の表１に掲げる令和８年度の収容定員充足率の基準を満たしていないものが申請プログラムの取組対象である大学
	

	
	
	（表１）
区分
大学
短期
大学
大学規模
（収容定員）
-
4,000人以上
4,000人
未満

学部規模
（入学定員）
-
300人
以上
100人
以上
300人
未満
100人
未満


令和８年度
収容定員
充足率
0.7倍を上回る
1.05倍
未満
1.10倍
未満
1.15倍
未満※
1.15倍
未満
1.15倍
未満















　　　　※大学規模（収容定員）が8,000人以上の場合は「1.15倍未満」を「1.10倍未満」と読み
替える
期
大学	高等
専門
学校
大学規模
（収容定員）	4,000人以上	4,000人
未満		
学部規模
（入学定員）	300人
以上	100人
以上
300人
未満	100人
未満			
平成29年度
～令和2年度
平均入学定員
超過率	1.15倍
未満	1.20倍
未満	1.25倍
未満	1.25倍
未満	1.25倍
未満	1.25倍
未満
令和2年度
入学定員
超過率	1.05倍
未満	1.10倍
未満	1.15倍
未満※	1.15倍
未満	1.15倍
未満	1.15倍
未満

※大学規模（収容定員）が8,000人以上の場合は「1.15倍未満」を「1.10倍未満」と読み替える。
※収容定員充足率の算出は「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準（平成 15 年文部科学省告示第 45 号）」に準拠する。
※国際競争力けん引学部等の認定を受けた学部等は、認定後の収容定員充足率の上限を適用する。
	



確認項目ⅳ、ⅵ、ⅶで示す対象事業（公募要領別添３）において、評価の実施された事業の有無を記入してください。また、実施「有」とした場合は、実施件数を記入の上、評価の実施された事業名及びその評価結果を記入してください。

確認項目ⅳ：大学入学者選抜実施要項の遵守
【対象】
令和７年度に実施した、令和８年度入学者選抜（一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選抜）
　※令和８年度大学入学者選抜実施要項（令和７年６月３日文部科学省高等教育局長通知）の遵守状況を回答すること
　※帰国生徒又は社会人を対象とする選抜や、秋期入学など４月以外の入学時期に係る選抜は対象外

【具体的な順守状況】（対応済は○を記載）
　①　試験期日等
	
	一般選抜　：　教科・科目に係るテストの試験期日が、令和８年２月１日から３月25日までの間、合格者の決定発表が３月31日までの間に設定されている

	
	総合型選抜 ： 入学願書受付が、令和７年９月１日以降に設定されている
　　※出願に直結し、実質的に出願行為と解される手続き（「エントリー」等名称は問わず）を含む

	
	学校推薦型選抜 ： 入学願書受付が、令和７年11月１日以降に設定されている
　　※出願に直結し、実質的に出願行為と解される手続き（「エントリー」等名称は問わず）を含む

	
	総合型選抜、学校推薦型選抜 ：教科・科目に係るテストの試験期日が令和８年２月１日から３月２５日までの間に設定されている（教科・科目に係るテストを２月１日よりも前に実施する場合には、調査書等の出願書類に加え、「小論文・面接・実技検査等」又は「志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資料等」を組み合わせて丁寧に評価している）

	
	総合型選抜 ： 合格者の決定発表が、令和７年11月１日から８年３月31日までの間に設定されている

	
	学校推薦型選抜 ： 合格者の決定発表が、令和７年12月１日から一般選抜試験期日の10日前まで（共通テストを課す場合は前日までのなるべく早い期日）に設定されている


②　募集人員の適切な設定
	
	学校推薦型選抜 ： 学部等募集単位ごとの入学定員の５割以内の募集人員に定められている
【短期大学は対象外】

	
	評価・判定の方法や対象等の取扱いに差異を設ける場合に、それぞれの募集区分ごとに募集人員が定められている



確認項目ⅵ：事後評価の結果、申請できない条件の対象となるプログラム
○　文部科学省の大学教育再生戦略推進費による経費支援を受けて実施し、終了した事業がある場合、事業目的が実現された旨の評価を得ているか。

	事業名
	実施
有無
※１
	実施
件数
	評価の実施された事業名※２
	事後評価結果

	卓越大学院プログラム（令和元年度）
	
	
	
	

	大学の世界展開力強化事業
（令和２年度 アフリカ諸国との大学間交流形成支援）
	
	
	
	

	保健医療分野におけるAI研究開発加速に向けた人材養成産学協働プロジェクト
（令和２年度）
	
	
	
	

	知識集約型社会を支える人材育成事業
（令和２年度、令和３年度）
	
	
	
	



確認項目ⅶ：中間評価の結果、申請できない条件の対象となるプログラム
	事業名
	実施
有無
※１
	実施
件数
	評価の実施された事業名※２
	中間評価結果

	地域活性化人材育成事業　～SPARC～
（令和４年度）
	
	
	
	

	デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構築事業（令和４年度）
	
	
	
	

	ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業（令和４年度）
	
	
	
	

	人文・社会科学系ネットワーク型大学院構築事業（令和５年度）
	
	
	
	

	大学の世界展開力事業（令和５年度　米国等との大学間交流形成支援）
	
	
	
	


※１　連携校として参加している事業についても、実施「有」として記入してください。
※２　各プログラムにおいて使用されている「事業名」「プログラム名称」「取組名」等、該当する事業を識別できる名称を記入してください。なお、事業名に相当するものがない場合は、「大学名」を記入してください。


	

（大学名：ここに入力　　）（タイプ：ここに入力　）

